
6教育委員会月報　2022年7月号　 Series  地方発！我が教育委員会の取組　

はじめに

　牧之原市は、牧之原台地に広がる大茶園と美しい駿河湾
に面した人口約 44,000 人のまちです。市立小学校８校、
中学校２校のほか、全国的に稀な学校組合立の学校が２つ
あります。
　他の自治体同様、本市においても人口減少や施設の老
朽化等が喫緊の課題となっており、その解決のために学校
再編の話が持ち上がりました。しかし、教育委員会は、ま
ずは子どもたちにとっての望ましい教育環境を明確にする
必要があると、その議論を始め、「牧之原市望ましい教育
環境のあり方に関する方針（以下「あり方方針」という。）」
を作成しました。
　あり方方針では、予測困難な社会を生きる子どもたち
に、社会を主体的に生き抜くことができる人間力と新しい
価値を創造する力を合わせた「次代を切り拓く力」を育む
ため、キャリア教育を軸とした小中一貫教育とコミュニティ・
スクールを推進するとしました。そして、望ましい学校の
規模を１学年３学級以上とし、安全・安心で時代に対応した
教育活動がしやすく、通いたい・通わせたい・働きたいと
思われる教育環境を整備するために、学校再編計画を策定
することを決め、その実現に向けて検討を始めました。

1．新しい学校をつくろう！

　子どもの数が減り、選択肢がなくなってから統合するの
ではなく、余力がある今のうちから子どもたちにとって望ま
しい教育環境を整備するため、今回、市内全域の学校を再
編することを選択しました。

（1）プロセスを大切に
　あり方方針に沿って学校再編を検討するにあたり、多く
の人の意見を取り入れることができるよう、十分な市民参
加の機会を設けることを意識してきました。
　市民参加の機会については、まず、専門家、教員、保護者、
地域、及び、公募の者の 10 人で構成する審議会「学校再
編計画策定委員会」（以下「策定委員会」という。）を設置
し、令和元年度から令和２年度にかけて、計画素案づくりを
行いました。学ぶことから始め、あり方方針を踏まえた上で、
目指す学校像をつくり、その実現のための学校規模、学校
区の案を検討しました。
　学校区は、再編計画の核となる部分であると同時に、市
民にとっては、一番思い入れが強い部分でもあります。そ
のため、策定委員会では、全小学校区において、自治会、
小中学校の保護者、幼稚園・保育園・こども園の保護者な
どを対象にワークショップを開催しました。そこで、参加者

「みんなの学校」をつくろう！
～未来の子どもたちのための新しい学校づくり～
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【写真１　地域ワークショップの様子】
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から、学校区案についての意見や新しい学校への期待や不
安などを聞き、市民意見を反映しながら、学校区の考えを
固めていきました。
　その後も、策定委員会では、PTA を対象とした意見交換
会、保護者を対象としたインタビューやオンラインアンケー
ト、広く市民を対象としたインターネット意見募集などを経
て、案を練り上げ、「牧之原市学校再編計画（素案）」を教
育委員会に答申しました。
　令和３年度からは答申を受けた教育委員会が検討主体と
なり、計画素案を基に、さらに地域、保護者、教職員との
意見交換やアンケートなどを行い、令和３年度末に、学校
区や再編の考え方だけでなく、学校づくりに必要なソフト面
も含めた「未来の子どもたちのための新しい学校づくり計
画～学校再編計画～」（以下「新しい学校づくり計画」とい
う。）を策定することができました。
　計画策定に向けて市の検討体制については、「学校再編
は、全庁体制で行うプロジェクトである」との考えの下、教
育委員会だけでなく、市長部局と共に検討してきました。
　令和元年度から令和２年度にかけては、関係部課長によ
る「学校再編ワーキンググループ」を組織し、策定委員会
に使用する資料等を事前に検討しました。令和３年度には、
計画素案を基に、市として学校再編を推進するため、関係
部署の係長で組織する「学校再編検討会」において方針
等のたたき台をつくり、それを部課長会議でさらに検討し、
最終的には、市長を始め部長以上の職員で組織する「まち
づくり推進本部会議」において協議を重ね、方針を決定し
ました。さらに、市民との意見交換やワークショップの機会
には、市長を始めとした幹部職員も出席して、常に状況を
共有してきました。

（2）新しい学校の姿
　新しい学校づくり計画では、市立小学校８校、市立中学
校２校を再編し、キャリア教育を軸とした小中一貫教育を充
実できる、新しい施設一体型の義務教育学校を２校つくる
こととしました。
　新しい学校は、子どもたちが、学校が楽しいと思える子
ども主体の学校であり、かつ、みんなで子どもを育てる共
育の学校でありたいとのことから、目指す学校像を「みん
なの学校」としました。
　そして、学校づくりの５つの基本方針や、それを実現す
るための方策と施設の機能を計画に盛り込むとともに、学

校区や開校目標時期である 2030 年までの学校再編の考
え方を示しています。
　新しい学校づくりに向けた施設の充実については、令和
４年度から、新しい学校区ごとに学校施設をつくるための

「学校施設整備基本構想・基本計画」を検討していきます。
その検討は、自治会、教職員、保護者などの代表者で組
織し、さまざまな視点や角度から話し合って「みんなの学
校」としていきたいと考えています。また、子どもたちと
共に考え、意見を聞く機会として、小中学校での出前授業
や希望者によるワークショップを実施します。さらに、通学
方法について保護者とワークショップを行うなど、検討内容
によって対象者を絞った意見聴取を併せて行い、多くの意
見が反映できる形で進めていきます。
　教育内容の充実については、「９年間で子どもを育てる」
意識や体制づくり、地域と共に子どもを育てる体制づくりを
さらに進めるため、先進事例の研究や研修などを実施する
中で、牧之原市に合った教育活動の確立を図っていきます。

時代が変わっても教育内容、ライフ
スタイルに柔軟に対応できる施設・設備

教育活動を支える施設の機能
愛される施設

・つくり手と使い手が一体
となった施設
・魅力ある環境

目指す学校像
「みんなの学校」

次代を切り拓く力＝人間力（主体性・社会性・気付く力・コミュニケーション力等）

９年間のつながりある９年間のつながりある
学びと育ち 多様な人との交流 いろいろな体験

• 小学校と中学校が同じ狙いを持ち、お
互いの授業を意識することでよりよい学
びにする（一貫した指導）

• 「できた・分かった」輝く子ども
• 着実なステップアップ ゆるやかな段差に
よるバランスのよい育ち

• 教科専門性への対応

• たくましさ・自己肯定感
• 切磋琢磨できる環境
• 一定の集団（クラス替えができる規模）の中
で違う考えの人と触れ合い自分の生き方を見
つける

• 異学年、地域といった多様な年齢や立場の人
と触れることでさまざまな考え方を知る

• インクルーシブ教育

• 授業の学びと実体験・実社会をつなぐ
• 牧之原だからできるリアル体験を大切にす
る

• 地域・家庭・学校が一緒に子どもたちに地
域愛を育む

小中一貫教育 コミュニティ・スクール

キャリア教育

ＩＣＴ環境
木のぬくもり

ユニバーサルデザイン
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地域と共有できる機能

安全・安心
災害に強い（場所と建物）
適正な管理ができる規模と質（限られた人とお金・後世に不安を残さない）
通学も安心（通学路と通学手段） ● 見える学校（目が届く・たくさんの目で見る）
保健衛生環境が整っている（感染症対策がしやすい）

土台・
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なるもの
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などメンテナンスのしやすさ

特別教室の位置
可動式仕切り

広い廊下
50年後も使える仕様

など エコスクール

育くみたい力

子どもたちが「学校が楽しい！」と思える子ども主体の学校
みんなで子どもを育てる「共育」の学校
①学校、地域、家庭のみんなで子どもを育てる、関わるみんなも育つ ②みんなが行きたくなる、みんなが活動できる

【図１　目指す学校像の概念図】

【写真２　新しい学校デザイン出前授業の様子】
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▶︎牧之原市未来の子どもたちのための新しい学校づくり計
画～学校再編計画～
https://www.city .makinohara.
shizuoka.jp/site/kyouiku/44422.html

2．９年間で育もう！

　新しい学校づくりに向けて、また、今の子どもたちの学
びが更に充実するよう、キャリア教育を軸とした学びのプ
ログラムの作成と９年間で子どもの学びと育ちを考えるた
めの取組を始めています。

（1）起郷家教育（牧之原市版キャリア教育）
　教育委員会では、「郷に学び、将来を見通し、自ら行動
を起こす人」を育成するための「起郷家（きごうか）教育」
をスタートさせました。「次代を切り拓く力」を９年間で系
統的に育むために、取組の３本柱を「防災」「社会の仕組
みと勤労」「地域」とし、試行・改善をしながらプログラム
をつくっています。
　令和２年度からは、「地域」をテーマとしたプログラムの
試行事業として、静岡大学との協働による「アースランチ
プロジェクト」を、小学生を対象に実施しています。これは、
地元食材を活用したメニューを考案し、調理し、プレゼン
テーションする取組です。創作するプロセスを通して、学
校や地域の特色、自分の体と食物の関係について理解し（知
識・技能）、身近な資源を再発見・活用し、試行錯誤を繰
り返しながら改善していく（思考・判断力・表現力）とともに、

協力して企画遂行したり、創造する未知の可能性を自らの
生活や行動に生かしたりすること（学びに向かう力、人間
性等）ができるプログラムとなっています。
　令和３年度には、「社会の仕組みと勤労」のプログラム
を作成しました。本年度は、そのプログラムの試行と「防災」
のプログラムづくりも併せて行っていきます。

（2）小中一貫教育の推進
　現在、義務教育９年間の系統立てた学びと育ちを実現す
るために、２つの取組を行っています。
　一つ目は、子どもたちの個性や能力を一層伸ばすため
に、発達段階に応じて身に付ける力と９年間の系統立てた
指導方法を明確にする取組です。各教科の９年間のカリキュ
ラムや授業の受け方、家庭の学びの仕方などの学びをつ
なぐ「学習指導のスタンダード」と、小中学校で目指す児
童生徒像や生活のきまりを相互に理解し、９年間の指導体
制を構築するための育ちをつなぐ「生活指導のスタンダー
ド」を作成するものです。現在、市教育会の組織を基盤に、
教員がチームで検討しており、令和６年度までにすべての
教科でカリキュラムをつくる予定です。このカリキュラムが
新しい義務教育学校の教育課程の原案となるよう、試行、
研究、検証、改善のサイクルにより、より良いものになる
よう進めていきます。

【写真４　中学生が作った英語の紙芝居を　　　　
　　　　小学生に読み聞かせ（小中連携事業）】

　二つ目は、小中一貫教育を目指した小中連携事業です。
教員が「９年間で子どもを育む」意識を醸成するための取
組で、中学校区を対象に、２年間の研究指定を実施してい
ます。
　小学校と中学校にはそれぞれの文化があります。そのた
め、９年間で子どもを育むためには、まずは、学校再編に

【写真３　考案した作品を地元の菓子店とコンビニの
　協力を得て実際に販売もしました】

https://www.city.makinohara.shizuoka.jp/site/kyouiku/44422.html
https://www.city.makinohara.shizuoka.jp/site/kyouiku/44422.html
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より１つの組織になる小中学校の教員が、お互いの授業を
見たり対話をしたりする中で、指導や考え方の違いを知る
ことから始める必要があります。小学校教員は、中学校教
員の専門性や自分たちの指導がどのように中学校に活かさ
れているかを知り、中学校教員は、小学校教員の丁寧な指
導やどのように学びを積み上げているかを知ることで、相
互理解が深まるだけでなく、それぞれの指導力向上にもつ
ながるものとなります。
　これらの取組が、再編後の新たな義務教育学校におい
て、全教職員が９年後の子どもの姿を共有し、教育活動や
指導を行うことにつながるものと期待しています。
　その他、義務教育学校開校に向けて、現在、市校長会
において学年の区切りを研究しています。そして、８月には、
全教職員を対象に１日研修を行います。午前中は講演会を
聞いて学ぶ機会、午後は学びを深め、教職員同士の気づ
きの場、意見を伝える場としてワークショップを開催します。
学校の代表や教育委員会事務局による先進地視察も企画
し、教職員が新しい学校づくりをイメージできるようにした
いと考えています。
　また、開校の４年ほど前からは、開校に向けた準備会を
立ち上げ、各種すり合わせや思いの共有などの機会を設
けるなど、新しい学校に希望を持ち、つくる楽しさを感じ、
主体的に学校づくりに関わる意識の醸成や体制の構築をし
ていきます。

【写真５　隣り合う小中学校間を上靴で移動できるグリーンロードを
整備（小中連携事業）】

　3．地域とともに育もう！

　子どもたちに次代を切り拓く力を育むためには、自己肯

定感やたくましさが必要だと考えます。それは、多くの人・
もの・ことに触れ合う中で育まれます。そして、子どもた
ちは、地域の大人と触れ合うことで、深い地域愛が育まれ
ます。学校だけではなく、学校、地域・企業、家庭が、同
じ目標のもと、それぞれの立場や得意分野を活かして、子
どもの学びと育ちに関わることで、子どもが自分を好きに
なり、地域を好きになり、大人になっても家族や故郷を大
切にする気持ちが育まれるものと考えます。
　それには、地域の方や各分野の専門家などの教職員以
外の大人が、共に考え、子どもたちに多様な体験の機会
を提供できる体制を整えることが必要と考えました。その
ため、多くの人が主体的に子どもの学びと育ちに関わる仕
組みとして、学校運営協議会と地域学校協働活動が一体と
なったコミュニティ･ スクールを市内全小中学校に導入す
ることを決めました。

（1）全校設置に向けて
　令和元年度当初には、本市には学校運営協議会が１つも
なかったため、先進地視察や教頭先生を対象とした３回の
研修会を開催しました。さらに、希望した３校をコミュニティ・
スクールのモデル校とし、先行して学校運営協議会を立ち
上げました。
　モデル校では、地域の人が校内に入ることや教育課程を
承認することへの学校の抵抗感を軽減するため、まず、学
校と地域をつなぐコーディネーター役となる CS ディレク
ターを置きました。さらに、「ＣＳルーム」をつくり、学校に
来たボランティアが気軽に立ち寄り、地域の方同士や教職
員と交流や情報交換をしたり、作業をしたりできるようにし
ました。

【写真６　教頭先生を対象にしたコミュニティ・スクール研修会の様子】
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【写真７　学校の一角に整備したＣＳルーム】

　また、地域の方が外部講師として授業をしたり、畑で子
どもたちと一緒に作物を作ったりとさまざまな活動が行わ
れました。これまでは、その活動の場に来て手伝うだけで
したが、コミュニティ・スクールができたことにより、自分
たちの活動と教育活動のつながりが見え、地域の方はより
やりがいを感じ、楽しく活動ができるようになりました。教
職員は、自分たちだけではできない活動ができたり、地域
の方からのさまざまなサポートを受けたりすることで、コ
ミュニティ・スクールのよさを実感してくれています。
　地域と学校運営協議会は学校の負担になるものでなく、
教員が思い描く教育活動が実現できたり、教員とは違う立
場の大人が子どもの居場所づくりによい影響を与えたりす
ることを実感して初めて意識が変わります。そして、そこ
に関わる人たちが「楽しんでやること」、これが実効性の高
いコミュニティ・スクールをつくると考えます。
　モデル校が活動の楽しさと効果を伝えてくれたおかげ
で、予定より１年早い令和３年度に、全校にコミュニティ・
スクールを設置することができました。

【写真８　地域の方による学校プールでのサーフィン教室】

（2）今後の展望
　今後においては、まずは、各校のコミュニティ・スクール
を充実します。次のステップとして、中学校区の小中学校が
お互いを知り、交流や助け合いができる関係をつくり、コミュ
ニティ・スクールにおいても「９年間で子どもを育む」意識
を醸成していきたいと考えています。
　そして、義務教育学校の開校４年前くらいからは、学校運
営協議会のメンバーを中心に、新しい学校のコミュニティ・
スクールをどのようなものとするか検討し、新しい学校になっ
ても、子どもの学びと育ちにみんなが関わり、多くの人が
足を運ぶ学校にしたいと思い、取り組んでいます。

　おわりに

　今ある学校を再編して、新たな義務教育学校をつくる、
そのためには、関係するみんながベクトルを同じにして、
ハードとソフトそれぞれの方面から目指す方向に向かってい
く必要があります。
　新しいものをつくることは大きなパワーが必要です。し
かし、学校再編による大きな変革は、みんなが改めて子ど
もの学びや育ちを考え、地域を考え、教職員の指導や働
き方を考えるチャンスでもあります。前例踏襲や慣習にと
らわれるのではなく、本当にこれからの子どもたちにとって
良いものや必要なことを、自分たちで選択してつくること
ができる、地域はコミュニティや学校との関わりを考えるこ
とができる、教員は、授業や様々な指導、そして学校経営
を考えることができる、このような機会にはなかなか出会
うことができません。
　「通いたい・通わせたい・働きたい」と思える学校を、
今みんなで知恵を出し合って、未来の子どもたちの姿を描
きながらつくりあげていきたいと思います。市長部局、教
育委員会部局だけでなく、学校、地域、市民、そして、様々
な専門家の力も借りながら、みんなでより良い学校をつく
ることが、子どもたちの未来だけでなく、市の未来にもつ
ながるものと信じています。


